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川西市高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画　施策評価シート



基本方針１：介護予防と健幸づくりの推進

（１）介護予防の推進

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

4 4 4

4 4 0

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

168 168 168

151 149 46

3,360 3,360 3,360

3,690 3,433 661

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

23 37 51

15 37 37

345 533 663

304 664 669

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　一般介護予防事業における、「きんたくん健幸体操<転倒予防・いきいき百歳体操編>」の自主グループ立ち上げや参
加者数は増加しているが、この事業に参加している市民は比較的元気な高齢者であることから、今後は、要支援・要介
護状態になる手前のフレイル状態にある高齢者に参加してもらえるような取組みが必要である。
　また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で自主グループ活動が継続困難な状況にあることから、今後の課題とし
て、感染防止対策をしつつ柔軟な発想のもと「通いの場」としての運営体制や支援方法の検討を行い、市民自ら介護予
防に取り組み、社会参加することも介護予防につながることを継続的に普及・啓発していくことが必要である。

　介護予防・日常生活支援総合事業では、専門的なサービスに加え、生活支援体制整備事業等により住
民主体の多様なサービス、一般介護予防事業の充実を図り、市の独自施策や民間のサービスも活用する
ことにより、要支援者等の能力を最大限いかしつつ、要支援者等の状態等に応じたサービスが選択でき
るようにすることが重要であることから、必要な体制整備を行う必要がある。
　また、フレイル状態にある方自身の気づきを促し、介護予防に対する動機づけとなるよう、高齢者の
保健事業と介護予防の一体的な実施の具体化が必要である。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

①介護予防ケア
マネジメント

56

〇介護予防ケアマネジメント
作成のための研修会を実施し
た
〇介護予防ケアマネジメント
数増加に対応するため、地域
包括支援センターに対し財政
支援を行った。

〇地域包括支援センター職員と介護支援専門員に対し、適切な介護
予防ケアマネジメント作成のための研修会を実施したが、新型コロ
ナウイルス感染症の影響で、令和2年度に関しては実施できなかっ
た。
〇要支援者数は増加しているが、介護予防ケアマネジメントの再委
託先である居宅介護支援事業所の受託者が減少しているため、地域
包括支援センターにおける介護予防プランにかかる負担が大きい

１．できた

〇地域包括支援センターや介護予防ケアマネジメ
ントの再委託先である居宅介護支援事業所の介護
支援専門員に、自立支援型介護予防ケアマネジメ
ントの研修等を行うことでケアマネジメントの質
の向上と受託者の確保に努める。
〇介護予防ケアマネジメントにおいて介護保険
サービスだけでない、利用者の状態にあった基準
緩和型サービス・住民主体の多様なサービス等の
利用がすすむように、介護予防におけるサービス
類型と介護予防ケアマネジメント類型の検討を行
う。
〇介護予防ケアマネジメント数増加に対応できる
よう、地域包括支援センターの職員体制強化を検
討する。

３．見直し・改善
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

介護予防プラン研修 実施数（回）

②介護予防普及
啓発事業

57
〇地域包括支援センター主催
による介護予防教室を開催し
た。

〇内容別で見ると「認知症予防」「転倒予防・運動機能向上」「う
つ・閉じこもり予防」の順に多かった。
〇今後は介護予防教室をきっかけに参加者自らが継続して介護予防
に取組めるような仕組みづくりが必要である。
〇新型コロナウイルス感染症の影響で令和２年度は開催自体が難し
かったため、回数・参加者数ともに少なくなっている。

２．概ねできた

〇現在の内容は、体操指導や知識の普及啓発が主
であるため、今後は介護予防教室ではフレイル予
防の普及・啓発ができるような体制を整備し、参
加者自らが継続して介護予防に取組めるようなプ
ログラムへと実施内容を変更していく。
〇新型コロナウイルス感染症拡大の影響で従来通
りの介護予防教室の開催そのものが困難であった
ため、新しい生活様式に合った開催方式等も検討
が必要である。
○リハビリテーション専門職と連携した支援を行
う。

３．見直し・改善
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

いきいき元気倶楽部

開催回数（回）

延べ参加者数（人）

③地域介護予防
活動支援事業

58

〇地域住民が主体となって自
主グループ活動を行う「きん
たくん健幸体操〈転倒予防・
いきいき百歳体操編〉」の立
ち上げ支援を行った。

〇令和元年度からは地域包括支援センターごとにグループの自主化
支援を行うことで、会場数・参加者数を大幅に増やすことが出来
た。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響で令和２年度の新規
立ち上げは困難であったため、自主グループ参加者の意識調査や、
フレイル予防啓発資料の配布などの取り組みを行った。
〇新型コロナウイルス感染症拡大時には、自宅でできる体操として
市ホームページや広報誌への掲載による周知活動を実施した。
〇会場不足や必要物品が無いことなどが自主化の障壁になっており
対策が必要である。

１．できた １．充実
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

きんたくん健幸体操＜転
倒予防・いきいき百歳体
操編＞

会場数（回）

参加者数（人）

〇新型コロナウイルス感染症の影響を受け、今ま
で通りの活動は困難であるため、新しい生活様式
に合わせた自主グループ立ち上げルールやプログ
ラムの見直しを検討していく必要がある。
〇コロナ禍における自宅でできる体操としてDVDの
無料配布を行った方を対象に、グループへの参加
を呼び掛ける。
〇普及啓発事業における介護予防教室の場など
で、引き続き周知を図る。
○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に係
る事業との連携を図れるような事業展開を行う。



施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - -

2 1 1

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - -

7 9 6

- - -

14 18 12

④一般介護予防
評価事業

59

〇年2回、各地域包括支援セ
ンターの保健師・看護師と地
域介護予防活動支援事業に携
わる講師の方々（体操・栄養
士・歯科衛生士）とで会議を
開催し、一般介護予防事業の
現状評価と今後の課題や方針
について検討した。

〇地域介護予防活動支援事業における効果の検証と、事業内容につ
いて検討を行い、より効果的な事業の展開ができるようプログラム
内容の変更について協議を進めることができた。

２．概ねできた

⑤地域リハビリ
テーション活動
支援事業

59

〇自立支援型地域ケア会議へ
のリハビリテーション専門職
の参加
〇住民主体の通いの場等への
リハビリテーション専門職の
派遣を検討

〇自立支援型地域ケア会議ではリハビリテーション専門職が参加す
ることで、利用者本人の有する能力を生かした支援の方法を検討す
ることができた。
〇住民主体の通いの場等へのリハビリテーション専門職の派遣方法
について、詳細を検討していく必要がある。

２．概ねできた

２．継続
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

事業担当者会議 開催回数〈回〉

〇一般介護予防事業の展開方法について、コロナ
の影響を受けて今後検討すべき課題が多くあり、
この点について協議していく。
〇これまでのメンバーに加え、リハビリテーショ
ン専門職にも参加していただく。

〇自立支援型地域ケア会議について、利用者本人
の自立支援・重度化防止に効果的な検討ができる
ように、ケース内容に合わせて参加する職種
（PT・OT・ST）を選択できるように派遣元との調
整が必要である。
〇住民主体の通いの場等へのリハビリテーション
専門職の派遣方法等について、地域包括支援セン
ターや社協も含めた通いの場代表者と事業に関す
る説明と協議を行うとともに、派遣元との協議を
行い、派遣方法について調整していく。

３．見直し・改善
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

自立支援型地域ケア
会議

開催回数〈回〉

ケース数（件）



基本方針１：介護予防と健幸づくりの推進

（２）健幸づくりの推進

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

3,100 3,100 3,100

2,741 3,724 4,558

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

1,235 1,235 1,235

718 493 中止

31 31 31

21 18 中止

25 30 35

15 13 中止

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　健幸づくり事業への参加人数が増加するなど、一定の成果をあげている。更なる健幸づくりの推進のために、より多
くの市民参加につながる、新たな取り組みが必要。

　より多くの市民の参加につなげるために、健康づくりのきっかけや運動習慣が定着されるよう、市民
公益活動の団体や事業者と連携しながら事業を進めていく。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

①かわにし健幸
マイレージ

60

○３０歳以上の市民を対象に
参加者を毎年募集。活動量計
（歩数計）等で計測した歩数
や運動教室への参加、健診受
診等で貯めたポイントを、市
内協力店舗で使用できるマイ
レージ商品券に交換する。
○ＩＣＴを活用し、オンライ
ンで自身の活動内容や健康情
報を提供。
○参加者が歩いた歩数によ
り、居住地のコミニュティ組
織に、地域健幸応援金を交付
し、地域の健康づくり事業に
役立ててもらう。

○新規参加者は令和元年度に1,066人、令和2年度に1,131人が加わ
り、延べ参加者数4,558人となっている。また、令和3年度は新規参
加者1,000人を募集している。
○しかし、インセンティブがなくなる３年目以降の継続が見られな
い参加者もおり、運動の継続するための企画を検討する必要があ
る。 ２．概ねできた

○参加者に取組みを継続してもらえるような運動
習慣の定着につながる仕組み作りが必要である。
また、参加者数の増加により事業費が増大してい
るため、国の交付金終了後を見据えた新たな財源
の確保等により、持続可能な制度にしていく。

２．継続 健幸政策課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

かわにし健幸マイレージ
参加者数（人）
（年度末時点）

②きんたくん健
幸体操

61

○広く市民の皆さんに普及す
るため、養成したきんたくん
健幸体操リーダーのスキルを
向上。
○Let'sきんたくん健幸体操
を、総合体育館で実施。
○きんたくん健幸体操の普及
啓発のため、きんたくん健幸
体操リーダーを地域等へ派
遣。

○平成27年度・平成30年度に養成したきんたくん健幸体操リーダー
のスキルアップを図るため講座を開催しているが、令和2年度は新型
コロナウイルス感染拡大のため中止となった。令和3年度は感染状況
等をみながら実施する予定である。
〇Let'sきんたくんの参加者やリーダ－派遣が同一人(地区)となって
いるため、さらなる普及啓発が必要である。

２．概ねできた

○今後も、感染症対策を講じながら引き続き普及
啓発を行っていくとともに地域に根差す体操とな
るよう働きかけていく。また、健幸体操リ－ダ－
のスキルアップにより、より魅力のある体操とな
るよう努めていく。

２．継続 健幸政策課上段：目標値（見込値）　下段：実績値

きんたくん健幸体操

Let'sきんたくん
参加者数（人）

Let'sきんたくん
実施回数（回）

リーダー派遣回
数（回）



基本方針１：介護予防と健幸づくりの推進

（３）地域と連携した生活支援体制の整備

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

15 15 15

15 15 15

2 2 2

2 2 2

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　住みなれた地域で安心して暮らし続けるためには、支え合いの地域づくりが必要不可欠である。そのために、コミュ
ニティ活動等が行われている概ね小学校区単位の協議の場である福祉ネットワーク会議等を第２層の協議体とし、地域
資源の把握や地域課題の解決策について検討が行われている。また、市全域の課題については、第１層協議体で解決に
向け検討している。

　地域福祉の担い手が高齢となっているため、新たな担い手の確保が必要である。今後は、今まで以上
に互助・共助による地域づくりの必要性について啓発を行うことや、新たな人材を確保するための手法
を検討していく必要がある。
　また、地域づくりや地域福祉活動のさらなる推進のためには、第２層生活支援コーディネーターが地
縁団体等に対し、より一層きめ細やかに対応する必要があるため、第２層生活支援コーディネーターの
活動をより活性化させるための環境整備について検討する必要がある。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

①地域における
生活支援体制の
整備

62
○第１層、第２層それぞれ協
議体を開催

○平成３０年度から第２層生活支援コーディネーターを川西市社会
福祉協議会に委託するとともに、第２層協議体の区域を中学校区か
ら概ね小学校区に変更し、より地域に密着した課題の解決に向け取
り組んだ。また、全市的に取り組む必要のある課題については、第
１層協議体で協議している。

１．できた 介護保険課上段：目標値（見込値）　下段：実績値

協議体の設置（第１層・第２層）（か所）

生活支援コーディネーターの配置（人）

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

○地域福祉の担い手の高齢化が顕著であるため、
担い手の発掘や養成、新たな仕組みづくりが必要
である。
○第１層及び第２層のコーディネーターと地縁組
織や関係機関等多様な主体とが連携し、地域住民
と協働して地域づくりを推進していく必要があ
る。

１．充実



基本方針１：介護予防と健幸づくりの推進

（４）介護予防・生活支援サービス事業の推進

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

30 30 30

40 40 7

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　平成28年度から担い手養成研修を実施し、平成30年度、令和元年度は現行計画における目標値を上回る修了生を養成
することができたが、令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、予定していた回数の研修を実施でき
なかったため、計画期間を通じた目標値を達成することはできなかった。
　今後も多くの修了生が、緩和した基準のサービスを実施している介護保険事業所へ就労することができるよう、引き
続き介護保険事業所との連携を推進していく。

　担い手養成研修を受講したいと考えるに至った修了者の思いや介護に関する興味、関心の気持ちを大
切にし、その意欲を持続していただくために、修了者のうち希望する人にサポーター登録をしていただ
き、地域活動や市等が実施する研修等の情報提供を行うことにより介護保険事業所での就労につながる
ように働きかけるとともに、地域に活躍の場があることを周知し、地域の人材確保にもつなげていく。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

①事業の充実に
向けた体制の整
備

63

○担い手養成研修の実施
○研修修了者に対し、介護保
険事業者による就職ガイダン
スの実施
○研修修了者同士の交流会の
実施

○担い手養成研修を開催し、緩和した基準によるサービスを実施し
ている介護保険事業所に就労できる方を養成した。また、新たな取
り組みとして、過去に受講した方々が一堂に会する機会を設け、就
労への意欲や地域活動への参加など福祉活動に関する情報提供を行
い、人材確保への一助とした。
○今後とも、就労に結びつかなかった場合であっても、意欲のある
方々を福祉活動の担い手として確保する必要がある。

１．できた 介護保険課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

担い手養成研修延べ修了者数（人）

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

○介護保険サービスの利用者が年々増加する中
で、サービスを必要とする人が必要なサービスを
利用できるよう、介護人材確保の一つとして、緩
和した基準によるサービスを実施している介護保
険事業所への就労者を増やす必要がある。また、
就労につながらなかった修了者について、別の活
躍の場へつなげるための情報提供を行う。

２．継続



基本方針２：地域包括ケアシステムの深化・推進

（１）地域包括支援センターの機能強化

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

1 1 1

1 1 1

7 7 7

7 7 7

- - -

1 1 1

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　地域包括支援センターでは、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができ
るよう、地域における関係者とのネットワークを構築するとともに、高齢者の心身の状況や生活の実態、必要な支援等
を幅広く把握し、地域における適切な保健・医療・福祉サービス、機関又は制度の利用につなげる等の支援を実施して
いるが、相談件数の増加や相談内容の複雑化等により、地域包括支援センターの業務負担が過大となっている。
　今後の課題として、効率的かつ効果的に地域包括ケアシステムを推進するための体制強化の検討が必要である。

　地域包括支援センターが地域において求められる機能を十分に発揮するためには、人員体制及び業務
の状況を定期的に把握・評価し、その結果を踏まえて、センターの設置者及び市町村が事業の質の向上
のための必要な改善を図っていくことが重要である。また、複合的で複雑化した課題を抱える個人や世
帯に対する適切な支援・対応を行うため、他の相談支援を実施する機関と連携するとともに、必要に応
じて引き続き相談者とその世帯が抱える地域生活課題全体の把握に努めながら相談支援に当たる「地域
共生社会」の観点に立った包括的な支援体制構築について検討する。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

①運営体制の強
化（設置・運
営・評価）

64

○複雑化する相談支援に対応
するため、基幹型地域包括支
援センターである中央地域包
括支援センターが実務担当者
会議を開催し、情報の共有と
協議、センター間の連携、研
修による人材育成を図った

〇地域包括支援センターの業務負担が過大となる中で、必要な人材
を安定的に確保することが困難な状況にある。
〇センターの自己評価は実施したが、第三者評価が未実施である。

１．できた

〇国で示されている「市町村及び地域包括支援セ
ンターの評価指標」に沿って取組状況を自己評価
し、その結果を川西市介護保険運営協議会で評価
するPDCAサイクルを展開することで、地域包括ケ
アシステムの深化をめざす。
〇地域包括支援センター評価指標等をもとに、安
定的な運営が実施できる体制整備を検討する。
〇地域包括支援センターの業務のうち負担となっ
ている介護予防ケアマネジメント数増加への対応
と、今後さらに重要となる介護予防活動を推進で
きるよう、地域包括支援センターの職員体制強化
を検討する。

１．充実
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

地域包括支援センター
設置状況

直営（か所）

委託（か所）

ブランチ（か所）

２．継続
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

②総合相談の充
実

67

○日常生活圏域に一か所地域
包括支援センターを設置して
いるが、東谷地域住民の利便
性等を考慮し、身近な相談窓
口として「東谷地域包括支援
センター出張所」（通称ケア
ローソン）を新たに設置し
た。

〇様々な相談内容に対応するため積極的にアウトリーチを実施し、
必要なサービス等への調整・支援を行った
〇東谷地域包括支援センター出張所は、土曜開所を行い、休日相談
のニーズに応じている。

１．できた

〇複合的で複雑化した課題を抱える個人や世帯に
対する適切な支援・対応を行うため、センターだ
けでなく他の相談支援を実施する機関との連携強
化のための体制構築を検討する。



基本方針２：地域包括ケアシステムの深化・推進

（２）地域ケア会議の充実と地域課題への対応

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

2 2 2

1 1 2

16 16 16

10 12 7

100 100 100

54 50 51

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　地域課題を政策提言につなげるために、川西市介護保険運営協議会生活支援体制整備部会を地域ケア推進会議に位置
づけ、一体的に協議できる体制を整備した。
　地域課題への対応として、地域におけるネットワークを活かした地域づくりや社会資源の開発、政策形成を実現でき
るよう調整していくことが今後の課題である。

　個別ケースの検討により共有された地域課題を地域づくりや政策形成に着実に結びつけていくこと
で、市町村が取り組む地域包括ケアシステムの構築に向けた施策の推進にもつながることから、市と地
域包括支援センター、保健・医療・介護・福祉の関係機関や地域の支援関係者が緊密に連携し、それぞ
れの役割分担により、高齢者本人に対する支援の充実と地域におけるネットワークを活かした地域づく
りや社会資源の開発を行うなど地域包括ケアシステムの深化をめざす。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

①個別事例の検
討によるケアマ
ネジメントの向
上と地域課題へ
の対応

66

○支援困難ケースや認知症の
方の見守りに関する地域ケア
個別会議を開催した。
○自立に資するケアマネジメ
ントの検討と地域課題抽出の
ため、自立支援型地域ケア会
議を開催した。
○川西市介護保険運営協議会
生活支援体制整備部会と地域
ケア推進会議を一体的に行う
よう体制を整備した。

○地域ケア個別会議では、主に認知症に伴う問題や複合的問題を抱
えるケースなどから地域課題を抽出できるようにしたが、地域づく
りや資源の開発、政策形成には至っていない。

２．概ねできた

○地域ケア個別会議から、全市的な地域の課題を
見出し、生活支援体制整備に係る課題とともに地
域ケア推進会議として総合的に検討し政策提案し
ていく。

２．継続
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

地域ケア会議
の開催回数

地域ケア推進会議（回）

地域ケアネットワーク会議（回）

地域ケア個別会議（回）



基本方針２：地域包括ケアシステムの深化・推進

（３）介護人材の確保及び資質の向上

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - -

40 38 22

- - -

22 10 未実施

- - -

- 39 7

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　ハローワーク伊丹・川西市介護保険サービス協会との連携により、かわにし介護就職フェアを開催し、介護人材の確
保に努めるとともに、兵庫労働局との連携により、介護事業者のためのワークショップを開催し、働きやすい職場環境
づくりや介護職員の資質の向上につながるよう努めた。
　また、新たな取組みとして、令和元年度からハローワーク伊丹との連携により、HOT!ジョブミーティング（小規模な
介護職の就職説明会）を年4回（令和2年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により2回）開催し、介護人材の
確保に努めた。
　いずれの取組みにおいても、参加者が伸び悩んでおり、開催時期や周知方法を工夫する必要がある。

　ハローワーク伊丹や川西市介護保険サービス協会との連携により、介護人材確保のためのかわにし介
護就職フェアの開催や、兵庫労働局との連携により、介護現場での働き方の改善に向けた介護事業者の
ためのワークショップといった取組みを継続していく。
　また、介護従事者の業務負担軽減に向けて、市に提出を求めている文書について、介護保険事業の適
正な運営を確保しつつ、効率化・簡素化を図る観点から見直しを検討するとともに、ＩＣＴの活用等に
よる事業者の業務改善の取り組みを支援するため、国や県と連携し、民間のノウハウの活用も含めた支
援策を検討していく。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

①介護人材の確
保と資質の向上

67

○かわにし介護就職フェア
○介護事業者のためのワーク
ショップ
○HOT!ジョブミーティング

○多様な団体との連携により、人材確保や働きやすい職場環境づく
りにつながる取組みを実施することができた一方で、より多くの方
に参加してもらえるよう開催時期等を工夫する必要がある。
○令和2年度については、新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、ＨＯＴ！ジョブミーティングの開催回数が2回にとどまった。

２．概ねできた
かわにし介護就職フェ
ア

介護事業者のための
ワークショップ

HOT!ジョブミーティン
グ

来場者数（人）

参加者数（人）

来場者数（人）

介護保険課
上段：目標値（見込値）　下段：実績値

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

○かわにし介護就職フェアやHOT!ジョブミーティ
ングについては、より多くの方に参加してもらえ
るよう開催時期や時間の見直しを検討する。
○介護事業者のためのワークショップについて
は、より活発な意見交換ができるよう近隣市町と
の合同開催を検討する。

１．充実



基本方針３：在宅医療・介護連携の推進

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - -

10 7 2

- - -

2 2 1

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - -

8 8 2

○医療介護連携ツール「つな
がりノート」を改訂した。
○「川西市・猪名川町入退院
支援の手引き」を猪名川町と
共同で作成した。

〇ACP（アドバンス・ケア・プランニング）に関する記載もできるよ
う「つながりノート」の改訂を実施。対象者も広げたが、利用者数
は伸びておらず普及活動が課題である。
〇「川西市・猪名川町入退院支援の手引き」の医療・介護専門職へ
の普及のため説明会と事例検討会を実施。実際の利用が進むよう普
及活動を行っていく必要がある。

１．できた

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　猪名川町とともに、川西市医師会への委託により「川西市・猪名川町在宅医療・介護連携支援センター」を設置し、
在宅医療・介護連携推進事業を実施した。今後は、本市における現状分析・課題把握と、将来的に求められる在宅医
療・介護連携推進のあるべき姿を「在宅医療・介護連携推進協議会」などを通して関係機関で共有し、地域の実情に応
じた長期的視点をもった事業展開を行っていく必要がある。

　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期ま
で続けることができるよう、看取りや認知症への対応を含めた現状分析や課題把握を通じて、地域の実
情に応じた在宅医療と介護の連携を推進していく。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

〇「つながりノート」には、ACPに関する記載もで
きるため、介護予防教室などでも周知し、在宅医
療・介護連携の普及啓発のための広報活動方法を
検討していく。
〇「川西市・猪名川町入退院支援の手引き」の医
療・介護専門職への普及のため説明会と事例検討
会を実施。実際の利用状況のアンケートにより経
年的に評価することで、手引き利用周知と浸透を
行う。

２．継続
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

(2)在宅医療・介
護連携に向けた
協議や研修の充
実

68

○猪名川町と合同で、川西
市・猪名川町在宅医療・介護
連携推進協議会を開催し、
「川西市・猪名川町在宅医
療・介護連携推進協議会勉強
会」を実施した。

〇医療介護専門職に対し「川西市・猪名川町在宅医療・介護連携推
進協議会勉強会」のほかに、川西市・猪名川町在宅医療・介護連携
支援センター主催で「在宅塾」を実施した。参加者数も多いため、
引き続き充実した研修となるような取り組みが必要である

１．できた
〇猪名川町及び川西市・猪名川町在宅医療・介護
連携支援センターと協働し、在宅医療・介護にか
かわる多職種ネットワーク推進を継続して行う。

２．継続
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

在宅医療・介護連携推進協議会

在宅医療・介護連携推進協議会勉強会

(1)情報共有のた
めの仕組みづく
り

68

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

つながりノート連絡会（回）
※各年度ともうち1回は猪名川町開催分

(3)在宅医療・介
護連携に関する
相談支援

69
○川西市・猪名川町在宅医
療・介護連携支援センターの
設置

〇川西市・猪名川町在宅医療・介護連携支援センターに、新型コロ
ナウイルス感染症に係る専門職からの相談窓口を設置した。
〇センターは、在宅医療・介護連携に関する専門職支援のため設置
しているが、相談件数が少なく、相談体制・業務内容の検討と、専
門職への利用についての広報活動が課題である。

(4)市民への普
及・啓発

69
医療・介護専門職と市民が意
見交換を行う「つながりノー
ト連絡会」を開催した

〇「つながりノート連絡会」では、川西市医師会の協力のもと専門
医によるミニレクチャーのあと専門職と市民での意見交換会をして
いるが、令和2年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響で
開催回数が減少した。地域住民の参加が少ないこともあり、内容と
周知方法の検討が課題である。

２．概ねできた

〇川西市・猪名川町在宅医療・介護連携支援セン
ターがより活用されるよう、委託先である川西市
医師会とともにセンター機能の充実について検討
していく。

３．見直し・改善
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

〇「つながりノート」の普及・啓発として、川西
市・猪名川町在宅医療・介護連携支援センターと
連携し、現在ノートを利用している方やご家族、
支援者のフォローや意見交換の場として「つなが
りノート連絡会」を活用できるよう周知を行うと
ともに、地域住民に対しても、在宅医療・介護連
携の普及啓発のための広報活動方法を検討してい
く。

２．概ねできた ３．見直し・改善
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）



基本方針４：認知症施策の推進

（１）認知症の予防と啓発

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、認知症の容態の変化に応じ、すべての期間を通じ
て、必要な医療、介護及び生活支援を行うサービスが有機的に連携したネットワークを形成し、認知症の人に対して効
果的な支援が行われる体制を構築することが必要である。さらなる市民への認知症予防と早期発見・早期対応への意識
の向上を図る普及・啓発が課題である。

　認知症予防は「認知症にならない」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」「認知症に
なっても進行を緩やかにする」という意味であり、認知症予防に関する正しい知識や理解の普及・啓発
が重要である。生活上の困難が生じた場合でも、重症化を予防しつつ、周囲や地域の理解のもと、本人
が希望をもって住み慣れた地域の中で尊厳が守られ、自分らしく暮らし続けることができる地域共生社
会のための啓発活動の検討を行う。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

〇地域型認知症予防プログラムの効果や認知症予
防活動のあり方を検討していく。

３．見直し・改善
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

②認知症の早期
発見と適切なケ
アの普及

70

○住民座談会を実施し、住民
視点での「川西市地域包括型
認知症ケアネット」を作成し
た。
○国民健康保険課と連携して
特定健康診査受診券に認知症
チェックシートを同封し、結
果に応じて受診勧奨へつなげ
る取組みを実施した。

〇認知症地域支援推進員を中心に、住民視点で認知症の状態に応じ
た医療・介護サービスの具体的機関名やケア内容を示すことができ
たが、今後はケアネットの普及と活用の検討が必要である。
〇認知症の早期発見・早期受診のための気づきを促す取り組みとし
て、40歳以上75歳未満の国民健康保険加入者を対象に認知症チェッ
クシートを送付した。

２．概ねできた
〇市民の認知症予防と早期発見・早期対応への意
識の向上を図る啓発活動について、他機関・他部
門との連携を継続しながら、認知症地域支援推進
員を中心とした取組みを実施する。

２．継続
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

①認知症の予防 70

○委託地域包括支援センター
が地域型認知症予防プログラ
ムを実施した。
○プログラム中だけでなくプ
ログラム終了後も継続的に自
主グループ活動ができるよう
にファシリテーターを養成し
た。

〇プログラム開始後に参加者が徐々に減少または中断したり、自主
化したグループが参加者数の減少より活動停止となるなど事業の見
直しについての検討が必要である。

３．あまりできな
かった



基本方針４：認知症施策の推進

（２）認知症支援体制の充実

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - -

8 8 8

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

6 6 6

6 3 2

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

3,000 3,000 3,000

3,258 2,109 148

40 40 40

33 32 3

12 14 17

10 10 10

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　認知症の人とその家族を支援するため、現状の地域のネットワークを活かしつつ支援を行った。地域の実情に合わせ
た施策の継続が必要であるが、支援者の高齢化に伴い、地域で活動する支援者が減る可能性がある。今後も安定的な地
域のネットワーク継続のため、養成した認知症サポーター等が地域で支援を担っていただくための広報活動やシステム
の構築が課題である。

　認知症の人やその家族の支援ニーズと、認知症サポーターなどを中心とした支援をつなぐ仕組み
（チームオレンジ）を地域ごとに整備し、認知症の人ができる限り地域の良い環境で自分らしく暮らし
続けることができる仕組みづくりを認知症地域支援推進員とともに検討する。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

①認知症地域支
援推進員の取り
組み

71

○全地域包括支援センターに
認知症地域支援推進員を配置
した。
○住民座談会を実施し、市民
の意見を取り入れた川西市地
域包括型認知症ケアネットを
作成した。
○警察と連携し認知症が疑わ
れる方について情報提供を受
け対応した。

〇日常生活圏域である地域包括支援センターに配置したことで、総
合相談から認知症が疑われるケースへの介入が円滑にできている。
一方で、認知症地域支援推進員の入れ替わりが多い地域では、継続
的な地域関係者との協働ができないことが課題である。

１．できた

○将来的に認知症の方の増加が予測されるため、
地域の実情にあわせ、認知症支援の取組みの中心
となって認地症に関する相談支援やコーディネー
トができるよう、認知症地域支援推進員の資質向
上や体制づくりの検討を行う。

２．継続
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

認知症地域支援推進
員

配置数

②認知症初期集
中支援体制の取
り組み

71

○認知症サポート医、認知症
看護認定看護師、保健師、作
業療法士、介護福祉士からな
る認知症初期集中支援チーム
が、適切な医療・介護サービ
スにつながるようチーム支援
を行った。

〇多角的な検討とアウトリーチの実施により、認知症で対応に苦慮
しているケースを医療・介護保険サービス導入につなぐことができ
た。
〇相談件数が少なく、チームの周知・広報方法が課題である。
〇チーム員はチーム以外の業務をもっているため、迅速な対応がで
きないことがある。 ２．概ねできた

③地域における
支援体制の充実

72

○学校・地域住民・行政・店
舗などで認知症サポーター養
成講座を実施した。
○市でもキャラバン・メイト
養成講座を実施した。
○認知症カフェマップ作成
し、認知症カフェ連絡会を定
期的に開催した。

〇認知症サポーター養成講座の開催が定例になっている団体もあり
経年的に理解者を増やす体制ができているが、新型コロナウイルス
感染症拡大で集団での講座開催が困難となり養成者数が目標値を下
回った。
〇地域で活動するキャラバン・メイトへのアンケート調査を実施
し、活動状況や活動における課題抽出を行った。今後は、養成した
認知症サポーターが地域の支援者にまわる仕組みづくりが課題であ
る。

２．概ねできた

３．見直し・改善
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

認知症初期集中支援
チーム

ケース人数
（人）

○支援が必要な方に早期診断・早期治療を行うた
め、さらに認知症地域支援推進員との連携を図
り、認知症初期集中支援チームの取り扱うケース
の拡大が図られるよう周知方法についての検討を
行う。

３．見直し・改善
介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

認知症サポーター養成数（人）

キャラバン・メイト養成数(人）

認知症カフェ数（か所）

○認知症の人やその家族の支援ニーズと認知症サ
ポーターやキャラバン・メイトによる支援をつな
ぐ仕組みのほか、支援者養成の体制整備について
検討が必要である。



施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

60 60 60

68 64 48

30 30 30

29 27 25

④地域の見守り
ネットワークの
充実

73

○行方不明情報を登録した協
力者に24時間365日メール送
信する「川西行方不明者SOS
ネット」を整備した。
○認知症地域資源ネットワー
ク構築事業推進会議と報告会
を実施した。

〇行方不明者の早期発見と安全確保のため、川西行方不明者SOSネッ
トを開始。今後さらなるメール登録協力者の増加を図ることが課題
である
〇認知症みまもり登録者について地域ケア会議を開催し、地域の支
援者とともに見守り体制を強化するよう運用を見直した。
〇認知症地域資源ネットワーク構築事業推進会議で認知症当事者家
族や認知症にかかわる関係機関とともに認知症支援について定期的
に協議した。 １．できた ２．継続

介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

認知症みまもり登録者数（人）
※各年度の新規登録者数

靴ステッカー配付数（人）
※各年度の新規配付数

○認知症みまもり登録により、登録者とその家族
が安心して生活ができる日常の見守り体制を整え
つつ、万一登録者が行方不明になっても早期発見
ができるように協力者を増やす方法を検討してい
く。



基本方針４：認知症施策の推進

（３）若年性認知症への取り組み

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　若年性認知症の方が利用しやすい居場所やサービスが少ない状況である。本人及び家族のニーズや疾患特性にあわせ
た、就労もふくめた支援やサービスの在り方の検討が課題である。

　認知症への理解は地域に広まりつつあるが、若年性認知症においては、疾患の特性上高齢者の認知症
とは異なる課題や適切な支援方法が必要である。本人やその家族のニーズ把握を行い、市民の自主グ
ループや認知症地域支援推進員、医療・介護専門職などが連携をはかりながら、若年性認知症に関する
普及・啓発を実施し地域共生社会の視点での地域づくりと支援策について検討する。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

介護保険課
(中央地域包括
支援センター）

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

①若年性認知症
への取り組み

73

○平成30年度に川西市若年性
認知症の会と共催し、若年性
認知症当事者を講師に迎え市
民対象の講演会を実施した。
○若年性認知症カフェの支援
を行った。

〇講演会を行い若年性認知症について市民に周知した。
〇支援者からは相談のみで、若年性認知症の本人からの相談実績は
少なく当事者のニーズが把握しにくい。
〇若年性認知症の方が利用できるサービスや居場所が少なく、若年
性認知症カフェへの当事者の参加も少ない。

３．あまりできな
かった

〇若年性認知症の方やその家族のニーズにあわせ
た支援やサービスの在り方の検討が必要である。
〇若年性認知症についての理解が深まる市民への
啓発活動の検討を行う。

３．見直し・改善



基本方針５：高齢者福祉の推進

（１）交流活動の推進

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

75,000 75,000 75,000

64,282 57,119 21,515

12,000 12,000 12,000

11,356 10,426 6,486

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

82 82 82

80 81 76

5,019 5,019 5,019

4,895 4,793 4,485

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

17 18 18

18 16 17

165 175 175

207 173 177

21 22 22

21 21 19

242 252 252

250 247 245

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　地域における高齢者の交流を通じ、閉じこもりがちな高齢者の孤立化を防ぎ、生きがいと仲間づくりに努めている。
　利用者の増加に資する取り組みの検討
　高齢者のニーズに応じた環境の整備

基本施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

①交流活動拠点
の充実

74
〇各センターで高齢者が日中
参加できる集いの場や交流機
会を提供している。

○新型コロナウイルス感染症の影響により、一定期間施設の利用を
中止したため、利用者数は前年度と比べ大幅に減少した。
○老人福祉センターや老人憩いの家については、施設の老朽化が著
しく、今後も修繕費・維持管理経費の増加が見込まれる。

３．あまりできな
かった

②老人クラブ活
動の活性化

75

〇老人クラブ連合会事務局を
地域福祉課に置き、活動支援
を行っている。
〇登録クラブに対して助成金
を出し、クラブ活動の支援を
行っている。

○クラブ数および会員数が前年度と比べ減少した。
○各クラブの役員の高齢化や担い手不足により、クラブの維持継続
が困難となっている。

２．概ねできた

地域福祉課上段：目標値（見込値）　下段：実績値

施設利用者
数(人）

老人福祉センター

老人憩いの家

○老朽化した老人福祉センター等の機能の見直し
について検討する。

３．見直し・改善

地域福祉課
上段：目標値（見込値）　下段：実績値

老人クラブ

クラブ数(団体）

会員数(人）

○地域における高齢者の自主的な活動の充実と、
生きがいや健康づくりといった観点から、今後も
老人クラブ連合会および各クラブの活動支援を行
う。
○様々な媒体を活用した活動周知を行い、会員の
加入促進を支援する。

２．継続

③地域活動・
サークル活動の
充実と参加の促
進

75

〇地域団体に運営を委託し、
様々なグループ活動に活用さ
れるよう場の提供を行ってい
る。

○高齢者の健康の増進、教養の向上を図るため、それらを目的とし
たグループの活動場所を提供

２．概ねできた ２．継続 地域福祉課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

老人憩いの家
の登録グルー
プ数・人数

鶴寿会館

(団体）

(人）

多田東会館

(団体）

(人）

○高齢者ニーズの把握に努めながら、グループ活
動を支援していく。



基本施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

52 55 60

39 45 38

50 50 50

32 17 中止

20 20 20

12 11 中止

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

27 27 27

27 18 18

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

2 2 2

2 2 1

52 52 32

52 52 17

10,764 10,764 10,764

9,635 9,460 2,185

④高齢者祝福事
業

76

〇100歳到達者へのお祝い金
の贈呈
〇金婚。ダイヤモンド婚を迎
えられたご夫婦に対して、お
祝いの式典を開催（申込者の
み）

○高齢者の長寿を祝福し、生きがいを高め、福祉の増進を図る。
○新型コロナウイルス感染症の影響により、金婚・ダイヤモンド婚
式は中止

３．あまりできな
かった

３．見直し・改善 地域福祉課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

100歳到達者祝福報奨金（人）

金婚式(組）

ダイヤモンド婚式(組）

○参加者が減少傾向にあり、事業内容の見直しを
検討

３．見直し・改善 地域福祉課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

利用区画数（区画）

⑥ふれあい入浴
事業

77

〇高齢者の交流の場の提供
と、入浴設備のない老人福祉
センターの補完的事業として
実施

○新町温泉の廃業により、極楽湯1か所のみで実施した。
○新型コロナウイルス感染症の影響により、一定期間事業を中止し
たため、実施回数および利用者数は前年度と比べ大幅に減少した。

３．あまりできな
かった

○ふれあい入浴事業のあり方を、老人福祉セン
ターの入浴事業と併せて検討する。

⑤高齢者貸農園
事業

76

〇高齢者が生産の喜びを味わ
いながら仲間づくりや健康の
保持を行うことを目的として
農園の貸し出しを行ってい
る。

〇生産の喜び、仲間づくりや健康保持には成果あり。
〇市内に他の貸農園がある。

２．概ねできた
○限られた高齢者への提供となっていることか
ら、事業内容等について今後検討が必要である。

３．見直し・改善 地域福祉課
上段：目標値（見込値）　下段：実績値

実施浴場数(か所）

実施回数(回）

延べ利用者数(人）



基本方針５：高齢者福祉の推進

（２）生涯学習の充実と生涯スポーツの振興

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

700 700 700

5 5 中止

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

275 275 275

284 291 中止

952 1,001 1,001

688 757 中止

〇高齢者をはじめ、市民の学
びの場として学習環境の充実
を図るために公民館の維持管
理を行っている。

○市内の公民館（黒川除く）に公衆用Wi-Fiを整備した。 ２．概ねできた

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　生涯学習の充実のため、高齢者大学やレフネックにおいて現代的な課題に対応しつつ高齢者のニーズに応じた講座を
展開し、毎年多くの入学希望者がある。
　生涯スポーツの振興においては、高齢者でも親しみやすい新たなスポーツメニューの提供や用具の貸し出しを行って
いる。
　これらの媒体を活かしたつながりづくりについては課題である。

　生涯学習やスポーツの機会をきっかけとしたつながりづくりへの仕掛け

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

○市民の学びの場としての環境を整えるため公民
館の維持管理を行っており、今後も利用者が利用
しやすいよう、設備と施設の改善を行っていく必
要がある。

２．継続 公民館

②学習機会の充
実

78

〇公民館講座等の開催を通じ
て、高齢者の生きがいづくり
や社会参加の促進を図ってい
る。

○新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言及び予防のため、講座を
開催しなかった。

３．あまりできな
かった

○新型コロナウイルス感染症に対して、ワクチン
の接種状況を含めた社会情勢を考慮したうえで、
安全に講座等を開催できるよう努める。

２．継続 公民館

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

講座参加者
数等

公民館講座（回）

①学習環境の整
備

77

②学習機会の充
実

78

〇公民館講座等の開催を通じ
て、高齢者の生きがいづくり
や社会参加の促進を図ってい
る。

○高齢者大学及びレフネックについては、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、事業を中止した。

３．あまりできな
かった

○新型コロナウイルス感染症拡大予防対策を講じ
ながら、市内の高齢者対象ワクチン接種が完了し
たのちに、講座を開催していく。

３．見直し・改善 社会教育課
上段：目標値（見込値）　下段：実績値

講座参加者
数等

高齢者大学（人）

レフネック（人）



施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

300 300 300

315 231 中止

5,900 5,950 6,000

5,573 5,134 4,829

③生涯スポーツ
の振興

78

〇レクリエーションスポーツ
用具の貸し出しや大会の開催
等、市民のニーズに応じた新
たなメニューを用意し、日ご
ろ運動習慣のない高齢者でも
スポーツに親しめる環境の整
備に努めている。

〇レクリエーションスポーツ用具の貸し出しや大会の開催等、市民
のニーズに応じた新たなメニューを用意し、日頃運動習慣のない高
齢者でもスポーツに親しめる環境の整備に努めているが、令和２年
度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、スポーツ大会は全
て中止となった。

３．あまりできな
かった

１．充実
文化・観光・ス
ポーツ課上段：目標値（見込値）　下段：実績値

レクリエーションスポーツ大会参加者数(人）

市内スポーツクラブ２１の会員数(人)

○新型コロナウイルス感染症により、さらにス
ポーツ活動が制限されることが予想されるため、
対策を検討しながらニュースポーツの普及など、
市民が気軽にスポーツに親しめる環境を提供す
る。

文化・観光・ス
ポーツ課

〇老人クラブの会員数は高齢者数の伸びに比べ鈍
化している。健やかな老後のためにも入会につい
て周知・啓発していく。

２．継続 地域福祉課

④学習やスポー
ツを通じたつな
がりづくり

79

〇スポーツをしたい、身体を
動かしたいという高齢者に対
し、各小学校区にあるスポー
ツクラブ21を案内する。

〇市ではニーズの把握が難しく、各スポーツクラブ２１の努力に委
ねる部分が大きいのが現状である。

２．概ねできた 〇スポーツクラブ２１の活動をＰＲしていく。 ２．継続

④学習やスポー
ツを通じたつな
がりづくり

79
〇老人クラブを通じた生涯学
習の機会の周知やスポーツの
場の提供

〇老人クラブにおいては、体操やグラウンドゴルフなど日々の活動
の成果を発表する機会も設け、つながりづくりのみならず生きが
い・やりがいの創出にも寄与している。

２．概ねできた



基本方針５：高齢者福祉の推進

（３）就労の支援

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

1,280 1,290 1,300

1,185 1,208 1,128

104,300 105,600 106,900

98,100 96,697 83,795

420,000 425,000 430,000

418,401 340,551 306,079

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　高齢者に特化した求人をまとめたり、就業機会を確保するなど、高齢者の就労意欲に沿った取り組みが実施されてい
る。

　高齢者の就労意欲に応じ、また、健康づくり、生きがいづくりに資する就業機会の確保や情報提供

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管

シルバー人材センター事業収入（千円）

80

〇「川西しごと・サポート
センター」では、60歳以上
の方の求人票をまとめてい
る。
〇高齢者の再就職支援と情
報提供

〇60歳以上の方の求人票をまとめることで、パソコンの使用が難し
い高齢者でも求人を簡単に探すことが可能になっている。
〇キャリアカウンセリングの利用者にうち、60歳以上が16.1%を占め
ている。
〇川西市雇用対策協定における令和2年度事業計画において、高齢者
の就労支援を定め、兵庫労働局、ハローワーク伊丹と連携しながら
実施した。

１．できた
①就労の場の確
保と創出等

取り組みの実績値

産業振興課

②シルバー人材
センターの充実

80
〇高齢者の生きがいや健康
づくりのため、就業機会の
確保と提供を行っている。

○新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛、高齢者の就業
辞退・退会の増加等により、会員数及び就業延人数並びに事業収入
は前年度に比べ減少した。

２．概ねできた
○高齢者の社会参加の場の提供や、生きがいづく
り、健康づくりのため、今後もシルバー人材セン
ターの支援を行う。

２．継続 地域福祉課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

○高齢者の就労促進の点から引き続き取り組みが
必要であるため、川西市雇用対策協定に基づく令
和３年度事業計画に「高年齢者、生活保護受給者
など多様な人材に対する就労支援」を定め、兵庫
労働局、ハローワーク伊丹と連携しながら、各事
業の実施、川西しごと・サポートセンターの利用
促進に努める。

２．継続

シルバー人材センター会員数（人）

シルバー人材センター就業延人数（人）



基本方針５：高齢者福祉の推進

（４）住環境の整備と確保

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - -

0 0 8

- - -

0 0 36

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - -

252 234 227

- - -

13 24 28

- - -

4 0 0

２．概ねできた

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　高齢者のみの世帯が増加傾向にある中、公営住宅や低額で入所できる施設、また、在宅生活を継続できるよう住宅改
造費を助成する事業は、高齢者の安心安全な生活の土台となっている。
　公営住宅や施設においては、定員があり高齢者のニーズに応えられない場合もある。

　高齢者に安心安全な生活を継続していただくため、広く事業の周知啓発を行うと共に、個々の相談に
応じた適切な情報提供を行っていく。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

○優先枠住宅として全体応募戸数の4割を設定し、
優先枠住宅の確保を行う。
○生活援助員との連携については引き続き行う必
要がある。

２．継続 住宅政策課
上段：目標値（見込値）　下段：実績値

②養護老人ホー
ム

81

〇老人福祉法に基づき、概ね
65歳以上で環境上または経済
的理由により居宅において生
活することが困難であると判
断した人に対して入所措置

〇在宅での生活に不安のある高齢者のニーズや虐待対応のため、入
所措置を行った。

２．概ねできた
○引き続き、入所措置が必要であると判断した高
齢者に対し、安定した生活の場所の提供を行う。

２．継続 地域福祉課

①高齢者向け公
営住宅等の供給

81

〇公営住宅における高齢夫婦
世帯等への入居優先枠の確保
や関係機関との連携
〇生活援助員による安否確認
や生活相談のほか、緊急通報
システムなどのサービス提供

〇11月に入居優先枠を設けた市営住宅の募集を行った。また、シル
バーハウジングの募集は１戸に対して16件の応募があった。
〇募集住戸８戸のうち優先枠として確保したのが１戸であった点が
課題である。

募集戸数(戸)

応募世帯数(世帯)

〇高齢者からの相談に応じる中で、適宜ケアハウ
スについて情報提供していく。

２．継続 地域福祉課③ケアハウス 81

〇60歳以上で家庭環境や住宅
事情により居宅において生活
することが困難な人が低額料
金で利用可能
〇市内に４か所あり、各施設
の特性を活かした利用が促進
されるよう情報提供

〇必要に応じ、ケアハウスの情報提供を行った。 １．できた

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

養護老人ホーム満寿荘

他市養護老人ホーム

特別養護老人ホーム

入所延人数

入所延人数

入所延人数

24



施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

64 62 47

21 38 25

58 56 42

30 34 37

1 1 1

0 0 1

1 1 1

0 1 1

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - -

418 400 323

- - -

373 352 430

④住宅改造費助
成事業

82

〇身体機能が低下した高齢者
の在宅生活支援と、健常高齢
者の事故防止の観点から、手
すりの設置や段差解消等の改
造を実施する場合に費用を一
部助成

〇広報等で事業の周知に努め、住宅改造にかかる費用の助成を行っ
た。

２．概ねできた
〇高齢化が進む中で住宅改造のニーズは高まって
おり、今後も必要な方に必要な情報が届くよう周
知啓発に努めていく。

２．継続 地域福祉課

〇高齢化の進展により、対象者が増加することが
考えられる。高齢者が住み慣れた住居で安心・安
全な生活が送れるようにするために、今後もホー
ムページなどを利用した制度の周知をしていく。

２．継続 介護保険課上段：目標値（見込値）　下段：実績値

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

一般型

特別型

増改築型

共同住宅共用型 実施件数（件）

実施件数（件）

実施件数（件）

実施件数（件）

２．継続 介護保険課
④住宅改造費助
成事業

82

○要介護認定を受けている方
が身体状況に合わせて住居を
改造する場合に利用する住宅
改造特別型の相談、受付、実
施決定を行う（特別型）。

１．できた

〇高齢化の進展により、ますます対象者が増加す
ることに伴い、ニーズがさらに高まると考えられ
ることから、高齢者が住み慣れた地域や住居で安
心・安全な生活が送れるように、窓口での案内、
ホームページの活用等により利用者にわかりやす
い内容で周知できるよう、引き続き取り組んでい
く。

⑤住宅改修 83

○要介護（要支援）認定を受
けた方の実際に居住する住宅
について、利用者の身体状況
にあわせた手すりの取付けや
段差の解消などの住宅改修費
用を支給

○年度によってばらつきはあるものの、一定数住宅改修を利用され
ているため、制度は認知されていると考えられる。引き続き、実施
していく必要がある。

１．できた

〇年々利用実績が増加しており、ケアマネジャー等市内事業所にお
ける制度の認知度が高まってきている。
〇利用者の制度に関する情報源がケアマネジャー等市内事業所が中
心となっているため、ホームページ等活用し引続きＰＲしていく必
要がある。

介護予防住宅改修 人／年

住宅改修 人／年

24



基本方針５：高齢者福祉の推進

（５）福祉・生活支援サービスの充実

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

67 67 80

45 54 71

455 455 475

412 394 394

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

1 1 1

0 1 -

1 1 1

0 1 -

2 3 3

4 2 -

1 1 1

1 0 -

〇一人暮らし高齢者等に対
し、緊急時の連絡体制を確立
するために実施

○新規申請件数、年度末設置件数とも増加傾向であるが、目標値に
は達していないため、本事業の活用についてさらに周知啓発する必
要がある。

２．概ねできた

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　高齢者の安心安全な在宅生活の支援
　高齢者のみの世帯が増加している中で、福祉・生活支援サービスの必要性は高くなっている。

　ニーズの増加への対応
　サービスを必要とする高齢者が必要なサービスの情報を受け取れるよう周知・啓発

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

○広報紙やホームページを活用するほか、地域包
括支援センターなど事業所を通じてきめ細かな情
報提供を行っていく。

２．継続 地域福祉課上段：目標値（見込値）　下段：実績値

②救急医療情報
キット配付事業

84

〇一人暮らし高齢者を対象
に、救急時に必要な情報を保
管する安心キットきんたくん
（救急医療情報キット）を配
布

〇民生委員児童委員を通じて配布を行っている。 ２．概ねできた
○急病や火災等緊急時に役立てていただけるよう
周知・啓発に努めていく。

地域福祉課

新規申請件数（件）

年度末設置数（件）

緊急通報シス
テム

①緊急通報シス
テム事業

84

〇要介護（要支援）認定を受
けている一人暮らし高齢者で
あり、かつ生活保護を受給し
ている方に火災警報器や電磁
調理器等の給付を実施

○財政健全化に伴う事業見直しの結果、令和元年度末をもって事業
を廃止した。

４．できなかった

給付件数（件）

給付件数（件）

給付件数（件）

給付件数（件）

地域福祉課

自動消火器

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

火災警報器

電磁調理器

（貸与）老人
用電話

③日常生活用具
給付等事業

85

２．継続

○財政健全化に伴う事業見直しの結果、令和元年
度末をもって事業を廃止した。

４．完了・廃止

26



施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

28 28 28

18 26 18

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

103 112 121

76 79 55

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

2,110 2,110 2,110

2,243 2,183 1,842

170 170 170

159 173 169

345 345 345

349 322 318

④訪問理容サー
ビス事業

85
〇寝たきりの高齢者等を対象
に、理美容師が自宅を訪問
し、４回／年実施

○財政健全化に伴う事業見直しの結果、令和2年11月末をもって事業
を廃止した。

地域福祉課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

訪問理美容
サービス

延べ利用者数（人）

地域福祉課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

⑥友愛訪問 86

〇一人暮らしの高齢者を対象
として、各地区の民生委員児
童委員を中心に定期的に自宅
を訪問し、安否確認等見守り
を実施

○新型コロナウイルス感染症の影響により、前年度比で訪問対象者
及び訪問を実施した民生委員児童委員及び協力者は減少している
が、一人暮らし高齢者の安否確認には非常に大きな役割を担ってお
り、また、訪問を楽しみに待っておられる高齢者もいる。

２．概ねできた

○高齢者が年々増加する中で、本事業は高齢者の
在宅生活を支える重要な役割を担っている。訪問
を必要とされる高齢者にもれなく活用していただ
けるよう周知・啓発に努め、本事業を継続してい
く。

⑤高齢者外出支
援サービス事業

86

〇公共交通機関を利用するこ
とが困難な要介護３以上の在
宅高齢者に対して、移動手段
としてタクシーを利用する場
合に利用料金の一部を助成

○利用人数は減少傾向にある。

２．概ねできた 〇今後、事業のあり方について検討していく。

高齢者外出
支援サービス

実利用人数（人）

地域福祉課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

友愛訪問を実施した民
生委員児童委員数（人）

友愛訪問を実施した近
隣の協力者数（人）

訪問対象者数（人）
２．継続

友愛訪問

３．見直し・改善

２．概ねできた
〇Ｈ31年度より美容組合の参画があり利用者数は
伸びたが、財政健全化に伴う事業見直しの結果、
令和2年11月をもって事業を廃止した。

４．完了・廃止

26



基本方針５：高齢者福祉の推進

（６）家族介護者支援の充実

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

14 14 14

16 12 10

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

40 40 40

37 28 35

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

3 3 3

3 2 2

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - -

22 10 未実施

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　認知症高齢者の安全確保や在宅介護を行う低所得者世帯の経済的・精神的な負担軽減につながる取組みを実施した。
　しかしながら、各事業とも利用者が減少傾向にあるため、さらに周知・啓発に取り組んでいく必要がある。

　市広報誌やホームページなどで、一層のＰＲに努めるだけではなく、地域包括支援センターなどと連
携し、事業の対象になりそうな方へのアウトリーチの仕組みについて検討していく。
　なお、家族介護用品給付事業については、これまで地域支援事業の任意事業で実施してきたが、今後
地域支援事業の対象外となる可能性があるため、国からの通知や近隣市の動向をふまえ、事業実施につ
いて検討していく。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

①認知症による
行方不明者家族
支援サービス事
業

87

○認知症の行方不明高齢者
の安全確保や、介護してい
る家族の負担軽減を図るた
め、発信装置による位置探
知システムを活用した家族
支援サービスを実施

○地域包括支援センター職員が川西市認知症行方不明者SOSネット
ワークの登録に際し、本事業の利用についても確認を行っている。
○廃止理由としては、端末を持つことが困難なことや、利用頻度が
少なくなったことが多い。 ３．あまりできな

かった

○行方不明高齢者の安全確保や介護している家族
の負担軽減のため、今後も継続していくことが必
要である。また、地域包括支援センター職員等を
通じて、川西市認知症行方不明者SOSネットワーク
とともにサービスの周知を続けていく。

２．継続 介護保険課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

行方不明高齢者家族支援サービス
実利用人数（人）

②家族介護用品
給付事業

88

○在宅介護を行う家族の負
担軽減と要介護高齢者の保
健衛生の向上を図るため、
世帯全員が市民税非課税で
要介護４・５の人を介護し
ている家庭に対し、紙おむ
つや尿取りパッドを支給

○要介護高齢者の長期入院・入所や死亡の影響で、利用者数は減少
しているが、毎年12人程度の新規申請がある。
○国の地域支援事業実施要綱の改正により、同事業での実施ができ
なくなった場合は、別途財源を確保する必要がある。

２．概ねできた

○要介護高齢者の長期入院・入所や死亡の影響
で、利用者数の増減はあるが、毎年新規の利用者
もいるため、必要性は高い。一方で、今後地域支
援事業の対象外となる可能性があるため、次期計
画期間において、事業のあり方について検討して
いく必要がある。

３．見直し・改善 介護保険課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

家族介護用品給付事業実利用人数
（人）

③在宅高齢者介
護手当支給事業

88

○在宅高齢者を介護してい
る介護者または在宅高齢者
の精神的・経済的負担を軽
減することを目的に、1年以
上介護保険サービスを利用
していない要介護4・5の人
を介護している介護者に対
し、年10万円を支給

○申請は少ないものの、問い合わせはあるため、今後利用者が増え
る可能性がある。

２．概ねできた

○申請が少ない状況が続いているが、本人・家族
の意向を確認しつつ介護保険サービスの利用につ
いてもPRのうえ、必要な方に支給できるよう地域
包括支援センターと連携して事業を継続してい
く。

２．継続 介護保険課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

在宅高齢者介護手当支給事業実利用
者数（人）

④介護離職の防
止

89
○介護事業者のためのワー
クショップの開催

○兵庫労働局との連携により、介護事業者のためのワークショップ
を開催し、働きやすい職場環境づくりや介護職員の資質の向上な
ど、介護離職の防止や就労継続の支援につながるよう努めたが、家
族介護者の負担軽減につながる取組みは実施できなかった。
○令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、ワーク
ショップを開催することができなかった。

３．あまりできな
かった

○介護サービスが必要な人が必要な時にサービス
を利用できるよう適切にサービス量を見込み、介
護保険サービス基盤を整備することで、介護離職
の防止と就労継続の支援に努めるとともに、在宅
介護実態調査や介護事業所への調査結果などを通
じて、介護離職の防止など家族介護者支援につな
がる取組みについて、調査・研究していく。

１．充実 介護保険課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

介護事業者のためのワークショップ参加
者数（人）



基本方針６：介護保険事業の充実と持続可能な運営の確保

（１）介護保険サービスの充実

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - -

29 31 16

- - 50

0 50 50

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - -

13 14 0

- - 1

0 0 0

- - 1

0 1 1

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

- - 1

0 0 0

①居宅系サービ
ス

90

○兵庫県との合同による実地
指導や監査の実施
○特定施設入居者生活介護の
整備

床数（期間中
の合計）

③施設サービス 91 ○介護医療院の整備

②地域密着型
サービス

91
○集団指導や実地指導の実施
○地域密着型サービス施設の
整備

○集団指導や実地指導を実施することにより、運営基準等の徹底や
サービスの質の向上に努めた。
○高齢者が可能な限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、通
い・訪問・泊りに訪問看護を組み合わせた看護小規模多機能型居宅介
護を1施設整備した。一方、定期巡回・随時対応型訪問介護看護につい
ては、指定候補事業者の公募を行ったものの応募がなく未整備となっ
た。

今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　居宅系サービスや施設に対し、兵庫県と合同で実地指導や監査を行うとともに、地域密着型サービスや居宅介護支援支
援事業所に対し、集団指導や実地指導等を行い、運営基準の徹底やサービスの質の向上に努めた。
　また、施設整備については、特定施設入居者生活介護を50人分、看護小規模多機能型居宅介護を1か所整備した一方、
定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護が未整備となっている。

　要支援・要介護認定者の将来的な増加を見据え、介護保険事業の充実と持続可能な運営の確保に向
け、必要な人が必要なサービスを利用することができるよう介護サービス基盤の一層の充実を図るとと
もに、引き続き、適正で質の高い介護サービスが提供されるよう取り組んでいく。
　特に基盤整備については、本計画期間中に未整備となったサービスについて、整備圏域の弾力化や運
営費補助の新設を検討するなど、計画に位置づけた整備量を達成するよう取り組みを強化する。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

施策の方向に関する成果と課題

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備が進
んでいないことから、従来の施設整備に係る補助
に加え、県と共同で事業者参入促進事業補助の実
施を検討していく。
○新型コロナウイルス感染症の影響下であって
も、可能な範囲で集団指導や実地指導を継続実施
し、運営基準の順守やサービスの質の向上を図
る。

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

１．できた

○兵庫県との連携により、特定施設の指定を受け
ていない有料老人ホームやサービス付き高齢者向
け住宅の設置状況を把握し、施設入所を希望する
方が長期間待機者として待つことがないよう、適
切にサービスの必要量を見込み、施設整備を行っ
ていく。
○事業所のサービスの質の向上、適正な報酬請求
を徹底するため、合同実地指導を継続実施してい
く。また、適正なサービス提供のため、ケアプラ
ン点検の実施等を通じて居宅介護支援事業所の指
導を行っていく。

２．継続

３．見直し・改善 介護保険課

介護保険課

事業所への実地指導

特定施設入居者生活介
護の整備

件数

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

○兵庫県と合同で実施指導や監査を実施することにより、運営基準等
の徹底やサービスの質の向上に努めた。また、平成30年度より、居宅
介護支援事業所の指導を市が主体となって行い、ケアプランの点検や
適正なサービス提供等について指導を行っている。なお、令和２年度
は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、現地での実地指導
や監査はできなかったが、可能な範囲で事業者に来庁を求めて実施し
た。
○自宅で暮らすことが困難な要介護状態の高齢者の受け皿として、特
定施設入居者生活介護を50人分整備した。

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

２．概ねできた

事業所への実地指導

定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の整備

看護小規模多機能型居
宅介護の整備

件数

箇所数（期間
中の合計）

箇所数（期間
中の合計）

３．見直し・改善 介護保険課

○市立川西病院跡地の活用も視野に入れ、必要な
施設整備を着実に推進する。
○地域密着型介護老人福祉施設が整備できなかっ
たことから、整備圏域の柔軟な設定など、事業者
が参入しやすい公募方法を検討していく。

○地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について、指定候補事
業者の公募を行ったものの応募がなく未整備となった。
○日常的な医学管理や看取り・ターミナルケア等の医療機能と生活施
設としての機能を併せ持つ介護医療院を令和元年度に12人分整備し
た。

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

３．あまりできな
かった

地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護
の整備

箇所数（期間
中の合計）



基本方針６：介護保険事業の充実と持続可能な運営の確保

（２）介護保険事業の適正な運営

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

12 12 12

11 12 4

24 24 24

19 19 9

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

1 1 1

1 1 1

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　介護給付費適正化事業については、主要５事業の実施や事業所への実地指導等を通じ、適切なサービスの提供や不
適切な給付等の是正に取り組むことができている。
　認定調査については、調査票の全件点検と併せ、調査員研修会を通して認定調査票の精度を高めることに努めてい
る。

　介護給付費適正化事業については、現在の取り組みを継続実施するとともに、集団指導等を通じて、
不適切なサービスや給付等の事例を周知することにより、市内事業所全体のサービスの質の向上を図っ
ていく必要がある。
　また、介護認定については、審査判定や認定調査の平準化を図るため、審査会委員や認定調査員を対
象とした研修会を継続実施していく。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

①介護給付費適
正化事業

92

○要介護認定の適正化
○ケアプランの点検
○住宅改修等の点検、福祉用
具購入・貸与調査
○縦覧点検・医療情報との突
合
○介護給付費通知の発送

１．できた

93

○一般市民を構成員とする
「介護サービス調整チーム」
の運営
○介護保険課や地域包括支援
センターに相談窓口を設置

〇新型コロナウイルス感染防止のため面談ではなく電話のみとし、
事例検討会も４回しか開催できなかったが、広報での周知により定
期的に相談がある。
〇高齢化に伴い、今後ニーズが高まることが想定されることから、
相談員確保を持続的に行う必要がある。

２．概ねできた

介護サービス調整
チーム

②相談体制の充
実

事例検討会開催
数（回）

相談延べ利用者
数（人）

実施回数（回）

介護保険課

○県や国保連合会と連携を図りつつ、人員体制の
確保やノウハウの蓄積、国保連合会適正化システ
ム等を活用した給付実績情報と介護認定情報の突
合、ケアプラン点検による妥当性の確認等、介護
給付の適正化を図ることにより、利用者に対する
適切な介護サービスの確保とともに、不適切な給
付が削減され、持続可能な介護保険制度の構築に
資するよう努める。

２．継続

○要介護認定の適正化については、認定調査票の全件点検を行って
いる。
○ケアプランの点検については、隔月で点検対象者を抽出していた
が、令和2年度より隔月を目標に全事業所からケアプランを提出し
てもらうこととし、件数が大幅に増えている。
○住宅改修等の点検、福祉用具購入・貸与調査については、理由書
の全件点検、電話照会を行っている。
○縦覧点検・医療情報との突合については、事業者への照会を実施
し、自主点検の後に、不適正な請求については過誤を実施するよう
指導している。
○介護給付費通知の発送については、自己の給付額の確認、介護保
険制度への理解を深めていただくことを目的とし、年2回発送して
いる。

２．継続 介護保険課上段：目標値（見込値）　下段：実績値

○市民がいつでも気軽に相談できるような仕組み
づくりに向けて、身近な地域での相談窓口である
民生委員児童委員等による相談体制の充実を図る
とともに、複雑または専門的な相談等は、地域包
括支援センター等において、迅速に対応できるよ
うに、地域の相談窓口との連携を継続する。ま
た、「介護サービス調整チーム」による相談につ
いても、周知を図る。

２．継続 介護保険課

○一次判定から二次判定の軽重度変更率、合議体
格差などの把握分析を行う。また、認定審査会委
員研修会で、二次判定の平準化を図る。
○今後、増加が見込まれる申請に対応するため、
審査判定の簡素化の導入を図る。
○Withコロナ時代の審査会運営として、オンライ
ンでの開催を検討する。

③認定審査会の
運営

93

○主治医意見書、認定調査票
の内容を精査し、適正な一次
判定を行うことで、円滑な審
査会（二次判定）が行われる
よう取り組む。
○認定審査会研修会の実施に
より合議体毎の審査判定の平
準化を行う。

１．できた

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

○医療、介護、福祉の学識経験者５名を１合議体とし、１０合議体
の計５０名で運用している。今後、増加する要介護認定申請に対
し、適切な期間で審査判定が行えるよう対策を行う必要がある。
○Withコロナ時代の認定審査会運営について、検討する必要があ
る。

認定審査会委員研
修会



施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

3 3 3

3 4 2

1 1 1

1 0 0

1 1 1

1 1 0

新人調査員研修会

主任調査員研修会

調査員全体研修会

実施回数（回）

実施回数（回）

実施回数（回）

２．継続 介護保険課上段：目標値（見込値）　下段：実績値

○新人調査員研修にて新人調査員に定義や調査方
法に係る知識の習得を行う。また、主任調査員研
修会では事業所毎に判断に迷った事項を検証し、
調査員の精度、技術の向上を図る。全体研修で
は、調査内容に限らず、調査対象者とのコミュニ
ケーション方法などの研修を行い、接遇力の向上
を図る。
○引き続き、調査票全件点検を行い、適切な一次
判定を行う体制を構築する。

④認定調査員の
指導・育成

94

○調査員より提出された調査
票が定義に基づいて作成され
ているかを全件点検する。ま
た、不備や確認事項があれば
連絡し、必要があれば訂正す
る。
○認定調査員研修を実施し、
定義に基づいた調査を行える
よう指導する。

○引き続き、調査票の全件点検を行い、適正な一次判定を行う必要
がある。
○令和元年度及び２年度の主任調査員研修及び令和２年度調査員全
体研修会は、新型コロナウイルス感染症の影響で開催できなかった
が、委託先事業所の調査精度の向上を図るため、継続的な実施が必
要がある。

２．概ねできた



基本方針６：介護保険事業の充実と持続可能な運営の確保

（３）高齢者の権利擁護

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

11 11 11

15 10 5

14 16 18

20 30 26

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

28 28 28

20 21 23

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

130 140 150

103 93 82

130 140 150

47 42 58

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　川西市成年後見支援センター（かけはし）や地域包括支援センターと連携し、申立てや後見報酬の支払いが困難な高
齢者に対し、助成を行った。
　高齢者虐待の相談・通報においては、地域包括支援センターと連携し、迅速に対応することができた。また、「川西
市養護者による高齢者虐待対応（防止）マニュアル」を作成し、関係機関への研修を実施した。今後も継続して普及啓
発し、制度を適切に速やかに利用できるよう周知することが課題である。
　消費生活センターでは、成年後見制度の周知について、窓口に社会福祉協議会のパンフレットを布置するなど、制度
の周知に向けて取り組みを実施している。また、消費者被害に関する啓発講座等の開催については、高齢者が多く集ま
る老人クラブの会合や福祉施設のイベントでの出前講座を実施している。このほか、あまり外出をしない高齢者に向け
て、コープこうべが実施している夕食宅配サービスに消費者啓発リーフレットを添付し啓発を行う取組み（令和元年度
～）や、75歳以上の高齢者を対象に、電話による特殊詐欺被害や消費者被害の未然防止を目的とした自動通話録音機の
貸出し（令和2年度）を実施している。

　判断能力が低下した高齢者が適切に権利行使ができるよう、支援体制の強化が必要である。
　虐待の未然防止、早期発見と迅速かつ適切な初期対応ができる体制や相談・支援体制を充実させると
ともに、相談・通報窓口の周知を検討する。
　また、今後も継続して消費生活センターの窓口の周知を図るとともに、市内で高齢者を狙った不審な
電話や悪質な勧誘に対応するため、引き続き警察や地域包括支援センター等と連携・情報共有を図り、
高齢者に向けた取り組みを実施していく。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

①成年後見制度
利用支援事業

95

○判断能力が十分でない認知
症高齢者等に対し、成年後見
制度の利用促進を図る。
○申立て費用や後見報酬の支
払いが困難な低所得の方に対
し、申し立て費用や後見報酬
の助成を行う。
○成年後見制度の申し立てが
困難な高齢者について、審判
の申立てを市が行う。

○川西市成年後見支援センター“かけはし”と連携を取り、成年後見
市長申立ての手続きを行っている。
○本人の親族等による成年後見の申立てが困難な高齢者の方に市長申
立てを実施したり、後見報酬の支払いが困難な高齢者に対する報酬助
成を行った。

１．できた

市長申立て件数
（件）

報酬助成申請件
数（件）

②日常生活自立
支援事業

95

○判断能力に不安がある人に
対し、
・相談業務
・サービスの適切な利用支援
・日常的金銭管理支援
を行っている。

２．概ねできた

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

○支援時間と回数がかかる利用者が増える中で、限られた予算の中、
必要な支援をできるだけ行っている。しかし、現状の予算で新規利用
者の拡大を図っていくことは難しくなっている。

日常生活自立支援
事業

利用件数（件）

介護保険課上段：目標値（見込値）　下段：実績値

○利用者本人の意思決定支援を行うと共に、権利
擁護体制の充実を図り、成年後見制度の利用促進
を見据え成年後見支援センターと一体的、総合的
な権利擁護支援を進める。

１．充実 地域福祉課

○川西市成年後見支援センター“かけはし”につ
いては、委託元の地域福祉課や委託先の川西市社
会福祉協議会と連携しながら、パンフレットの設
置、地域包括支援センターなどへの情報提供や相
談者へ紹介するなどPRに努める。
○引き続き、成年後見の申立てが困難な高齢者の
方に市長申立てを実施したり、後見報酬の支払い
が困難な高齢者に対する報酬助成を行っていく。

２．継続

成年後見制度

③高齢者虐待防
止のための取り
組み

96

○高齢者虐待の相談・通報
時、地域包括支援センターと
連携し迅速に対応した。
○地域包括支援センター職
員・介護保険課職員向けの高
齢者虐待対応研修を実施し
た。

１．できた

〇マニュアルを整備し帳票管理を徹底したことで、虐待発生の要因や
支援方針が明確化され、市と地域包括支援センター間で迅速な連携と
対応が可能となった。
〇虐待発生の要因となることが多い認知症を絡めた、市民向けパンフ
レットの配布や広報誌を活用し、虐待防止・予防に関した啓発活動を
実施した。

高齢者虐待

コアメンバー会議

通報件数（件）

開催回数（回）

２．継続
介護保険課

（中央地域包括
支援センター）上段：目標値（見込値）　下段：実績値

〇認知症が虐待発生の要因となるケースが多いた
め、認知症を絡めた権利擁護の普及啓発や、養護
者による高齢者虐待防止のための市民・支援者向
けの研修を行う必要がある。



施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

２．継続 生活相談課

○悪質商法など高齢者を取り巻く消費者トラブル
への対応について、地域包括支援センターなど関
係機関と連携しながら未然防止、消費者被害の救
済に努める。

④消費者被害の
防止と救済のた
めの取り組み

96

○消費生活に関する相談を受
けている。
○消費者被害の未然防止のた
めに出前講座をはじめとする
啓発講座や広報等で啓発を
行っている。

２．概ねできた

○高齢者は在宅中に電話勧誘販売や訪問販売による消費者被害に遭い
やすい傾向がある。また、認知力の低下など判断能力が不十分な状態
で契約しているケースもあり、家族や地域での見守りも必要となって
いる。
○消費者被害への対応について、悪質商法の手口を知っていただくと
ともに、関係機関と連携や情報共有を図り、未然防止、被害の救済に
努めていく必要がある。



基本方針６：介護保険事業の充実と持続可能な運営の確保

（４）介護保険サービス利用者に係る低所得者への支援

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

966 1,006 1,039

1,142 1,155 1,144

302,418 315,237 326,499

317,586 321,431 323,648

304 316 324

595 478 365

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

1 1 1

1 1 0

給付額（千円）

旧措置入所者に係る利
用者負担軽減証

認定数（件）

施策の方向に関する成果と課題 今後の方向性（必要と思われる新たな視点・取り組みなど）

　今後はさらに高齢化が進み、特に後期高齢者の割合が増加していくことから、費用の増大が見込まれる。そのため、
制度の持続可能性を確保することが課題となる。

　施策の中心となる特定入所者介護サービス費及び特定入所者介護予防サービス費については、今後、
制度改正により認定対象が縮小されることから、利用者や介護支援専門員等の制度理解を図るため、
ホームページや広報誌等で周知する必要がある。
　また、今後は市民の高齢化が更に進み、給付実績も増加する見込みであるが、制度の持続可能性を確
保するとともに、制度への周知理解を図る必要がある。

施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管

介護保険課

取り組みの実績値

①特定入所者介
護サービス費・
特定入所者介護
予防サービス費

98

○低所得者であって、介護
保険施設等に入所している
利用者の食費・居住費の負
担額を軽減した。

○本制度は介護保険制度の補足給付に位置付けられる。認定数はほ
ぼ横ばいだが給付額は増加していることから、1人あたりの軽減額が
増加しており、今後も必要性は高い。

２．概ねできた

○今後も継続していく。なお、今後制度改正によ
り対象者の要件が見直され認定対象が縮小される
ことから、利用者や介護支援専門員等へ周知し制
度理解を図る必要がある。

２．継続 介護保険課

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

負担限度額認定証

特定入所者介護サービ
ス費

特定入所者介護予防
サービス費

認定数（件）

給付額（千円）

③特別養護老人
ホームの旧措置
入所者に係る利
用者負担軽減措
置

99

○障がい者福祉担当部局と連携し、制度の周知に
努める。

２．継続
○現在、市内には対象者がいない状況であるが、
制度の廃止は検討していない。なお、平成22年度
以降は経過措置期間が延長されている。

２．継続
②訪問介護利用
者負担減額措置
事業

98

○低所得者であって、障害
者総合支援制度から介護保
険制度へ移行する訪問介護
利用者の負担額を軽減する
制度を実施している。

４．できなかった
○現在、生活保護境界層等の低所得者であって、当該事業の対象と
なる方は市内にはいない。

○低所得者であって、介護
保険制度の開始以前に、措
置により特養に入所してい
た利用者の負担額を軽減し
た。

○現在、該当者はいない。なお、平成12年までに特別養護老人ホー
ムに入所していた者が対象となるため、新たに対象者が増加するこ
とは見込めない。

１．できた

上段：目標値（見込値）　下段：実績値

介護保険課



施策
計画書
ページ

主な実施内容
（箇条書きで記入）

成果と課題
評価 今後の取り組み方針

今後の
方向性

担当所管
取り組みの実績値

H30年度 Ｒ1年度 Ｒ2年度

31 31 31

46 48 51

- - -

54,214 261,010 278,295

２．継続
④社会福祉法人
による利用者負
担の軽減措置

99

○社会福祉法人が、低所得
の利用者に対して、運営す
る事業所で提供した介護
サービスの負担額を軽減し
た。
○低所得者への利用額の軽
減が一定額を超える社会福
祉法人に補助金を交付し
た。

○社会福祉法人が実施主体となって低所得者に対して軽減を実施し
ているが、対象者の退所や施設の定員状況などもあり、軽減の実績
は流動的である。
○低所得者への利用額の軽減が一定額を超える法人について補助金
を交付しているが。令和元年度は、市外の法人について新たに実施
報告があったため、補助金額が増加している。

介護保険課
上段：目標値（見込値）　下段：実績値

２．概ねできた

○今後も継続していく。社会福祉法人が実施の主
体となるが、今後も対象者は増加していくと考え
られるため、ホームページ等を活用し制度の周知
を図っていく。

認定数（件）

補助金額（円）

社会福祉法人等利用者
負担軽減確認証

低所得者に対する利用
者負担軽減補助金


